
 経営人材マッチング
 REVICareerを通じた人材マッチング支援のほか、人材仲介

特設サイトの開設やキャリア形成支援イベントの開催

 デジタル化支援
 デジタル化支援の取組状況について、組織体制に応じた

支援の特徴や課題（収益性の確保など）を整理

⾦融仲介機能の発揮に向けたプログレスレポート
地域⾦融機関による⾦融仲介機能の発揮に向けた当局の直近1年間の取組みを整理

地域銀⾏の経営及び健全性を巡る状況

地域⾦融機関の持続的な価値創造を支える基盤
ガバナンス・人的資本に着目した対話や、採用・育成・ダイバー

シティ等に関するアンケート調査を実施

 ガバナンス
 取締役会が知識・経験・能⼒を全体としてバランス良く備え、

多様性と適正規模を確保するとともに、取締役会において
自由闊達で建設的な議論・意⾒交換が⾏われることが重要

 人的資本
 従来のビジネスモデルを前提とした人材制度を踏襲するので

はなく、経営戦略に即した人事戦略の策定・実⾏と、多様な
⾏員が能⼒を最⼤限発揮できる職場環境が重要

 事業者支援態勢構築プロジェクト
 財務局・経済産業局と都道府県ごとの関係者が連携・協働

し、事業者の実情に応じた支援を推進

 地域企業の実態の把握 (企業アンケート調査)
 実質無利⼦・無担保融資を借り入れたと回答した先の８割

弱が完済・約定返済の意向

 ⾦融機関の事業者支援能⼒の向上
 要支援先の優先順位付けに資するAIモデルの構築や、事

業者支援にあたっての業種別の着眼点を取りまとめ・公表

 銀⾏の基礎的な収益⼒を⽰すコア業務純益は、趨勢的には
減少傾向。利鞘の縮⼩を貸出残⾼の増加で補っている状況

 我が国の⾦融機関では、粘着性の⾼い預⾦の割合が⾼い
特徴

地域⾦融機関のガバナンス・人的資本

事業者支援の取組みの後押し

新たな支援ニーズへの対応
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プロジェクトを踏まえ取り組まれた具体的な事例
 県庁所在地以外においても商⼯団体と⾦融機関や支援機関の連携を深めるべきとの問題意識を踏まえ、県内各地域で、商⼯会議所

の経営指導員と官⺠⾦融機関の営業店職員等を対象に、現場の取組みや地域課題についての意⾒交換会を開催

 事業承継に関する主な相談相手が顧問税理⼠であり、税理⼠を起点とした支援機関の連携強化が重要になるとの認識から、
税理⼠会や自治体、経済産業局と連携し、事業承継・引継ぎ支援センター、官⺠⾦融機関等が、税理⼠に対し、
事業承継支援に関する業務や態勢、具体的事例等を紹介する説明会を開催

事業者支援の取組みの後押し
１．事業者支援態勢構築プロジェクト
 地域の関係者が連携・協働し、事業者の実情に応じたきめ細やかな支援を推進するため、財務局が経済産業局と連携し、都道府県

ごとの事業者の支援にあたっての課題と対応策を関係者間で共有する「事業者支援態勢構築プロジェクト」を推進
 各地域が抱える課題に応じた具体的な取組み事例が⾒られ、事業者支援に向けた地域の関係者間の態勢構築・連携強化が進展

商工団体

信用保証協会

経済産業局
財務局

政府系⾦融機関

⺠間⾦融機関 地方公共団体

REVIC

中小企業活性化
協議会

中小企業基盤
整備機構

税理⼠事業承継・引継ぎ
支援センター

地域の事業者

公認会計⼠よろず支援拠点

中小企業診断
⼠

事業者の実情に応じたきめ細やかな支援

事業者支援態勢イメージ図

（注）関連する機関は必ずしも上記に限られない



（％）
価格転嫁し
ている

社内経費を
削減してい
る

仕入先を変
更している

何も対応し
ていない
（できていな
い）

金融商品で
対応してい
る

その他

 全体(n=2,567) 66.0 19.9 13.1 21.0 5.2 3.7

（％）
価格転嫁して
いる

社内経費を削
減している

仕入先を変更
している

何も対応して
いない
（できていな
い）

その他

 全体(n=7,749) 62.1 41.0 16.9 15.0 4.1

（％）

すでに全額返
済した､又は全
額返済の目途
が立っている

約定弁済を開
始した､又は開
始したい

ﾘｽｹをした､又
はしたい

借換保証制度
を利用した､又
は利用したい

その他

 全体(n=6,416) 40.1 36.3 7.6 13.3 9.4

ﾒｲﾝﾊﾞﾝｸのみか
ら融資を受けた

非ﾒｲﾝﾊﾞﾝｸのみ
から融資を受け
た

ﾒｲﾝﾊﾞﾝｸ､非ﾒｲﾝ
ﾊﾞﾝｸのいずれか
らも融資を受け
た

 全体(n=9,894) 31.0 10.2 24.5 34.3

（％）

実質無利子･無担保融資を受けた

実質無利子･無
担保融資を受け
なかった

２．事業者を取り巻く状況 〜企業アンケート調査（2023年2-3⽉実施）〜
 実質無利⼦・無担保融資の借入状況と返済の意向のほか、原材料費⾼騰及び為替変動の影響と対応状況について確認
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（資料）⾦融庁

（資料）⾦融庁

事業者支援の取組みの後押し

（資料）⾦融庁

（資料）⾦融庁

実質無利⼦・無担保融資

実質無利⼦・無担保融資の弁済等の意向実質無利⼦・無担保融資の借⼊状況

（注）2023年2月17⽇から同年3月8⽇までの調査。約1万社の中⼩規模企業等から回答

原材料費⾼騰・為替変動

原材料費⾼騰の影響への対応状況 為替変動の影響への対応状況



高級・こだわり平均的飲食業
30％弱〜30％強に収めたいドル箱商材ドル箱商材

売上高は「客数×客単価」に起因し、実態把握をヒアリングで行う必要があります（後述）ので、まずは、原価率を決算資料等で確認しましょう。
業種と原価率の関係に着目し、専門書等を参考に確認してみましょう。商品別・業態別の大まかな目安は下図のとおりです。
どのような材料で構成されているかについても、原価を構成する重要な要素です。例えば焼肉であれば、ほぼ肉で構成されますが、かつ丼であれば

種類もより増えます。どの材料が原価に大きく影響しているかについても、併せてヒアリングできるとよいと思います。

□ 同業種の業界平均に必ず着目し確認
□ 原価率20％・30％・35％という目安を押さえる
□ 原価率＝売上原価÷売上高
□ 原価の構成にも着目する（深堀りポイント）

20％ 30％ 35％

ラーメン餃子 普通の飲食業なら
ここ辺りが一つ目安

かき氷
ビールハイボール・サワー

ショートケーキ

１ 原価率

• ５業種（建設業、飲食業、⼩売業、卸売
業、運送業）に関して、事業者支援の
基礎的な着眼点をとりまとめ

• 若手や経験年数が浅い現場職員が手に
取りやすい分量とレベル

• AI音声による読み上げ動画版や、
編集可能なPowerPoint版も公表

３．地域⾦融機関の事業者支援を後押しする取組み
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 現場職員が事業者支援の適切な初動対応を⾏うため、業種別に基礎的な着眼点を整理した『業種別支援の着眼点』を公表

 地域⾦融機関の事業者支援能⼒の向上を後押しするため、AI技術の活用により、担当先それぞれが抱える課題に応じた優先順位
付けを⾏うためのAIモデルの構築に向けた調査・研究を実施し、構築した汎用モデルの配布を開始

❶ AIモデルの構築（プロトタイプ） ❷結果のアウトプット（経営改善支援先の優先順位付け）

NO 企業名 地域 業種 ポイント

１ ●●⼯業（株） 〇〇県○○市 製造業 12

２ （株）△△食品 △△県○○市 製造業 25

３ （株）○○商店 □□県△△市 ⼩売業 64

（例）⾦融機関では、現状業況に問題がない先と認識していたが、
ポイントが⾼いので、経営者と業況等について早期に対話

事業者支援の取組みの後押し

（飲食業の例） （『業種別支援の着眼点』のポイント）

業種別支援の着眼点

• 必ずしも数字に表れないポイントなど、指標を理解
するための背景情報も提供

• 経営改善支援に向けた具体的なイメージも記載



（⽶国・英国における全資産担保を活用した融資実務慣⾏の特徴）

 ⽶国・英国においては、将来取得する資産も含めた全ての資産に対する担保権の設定（全資産担保）が認められ、事業から生み出されるキャッシュフロー
に着目した融資が⾏われている

 中⼩企業向け融資においても、財務コベナンツを活用し、実効的なモニタリングと事業者との緊密なコミュニケーションを実現。キャッシュフロー等が一定の水準
を下回らないよう求められ、⾦融機関と事業者との対話の契機と位置付けられることが一般的

 多様な担保権実⾏等において、事業を一体として処分する方法が整備され、債務者の状況に応じて、事業を継続した形での対応を柔軟に⾏うことが可能

４．⾦融検査マニュアル廃⽌後の引当⽅法の⾒直し・開⽰の状況

５．事業成⻑担保権の検討を通じた事業性融資の促進

 ⾦融機関が自ら認識した信用リスクをより的確に引当に反映する事例を把握するため、地域銀⾏100⾏に対して、引当に関する
アンケート調査（2022年９⽉期基準）を実施

 ⾦融庁では、事業性に着目した融資を促進する観点から、事業成⻑担保権の制度化に関する検討を進め、より使いやすい制度を実現
するため、⾦融機関との意⾒交換や、米国・英国の類似する制度・実務慣⾏に関する委託調査（2023年３月公表）を実施

事業者支援の取組みの後押し

【引当の⾒直し内容】（注1） 【引当の⾒直しを⾏わない理由】（注2）

 また、2022年3月期の有価証券報告書の引当開⽰の内容を分析し、開⽰の進展や時勢の反映が⾒られた特徴的な事例を
「銀⾏の引当開⽰の状況」として取りまとめ、2022年12月に公表

7⾏
1⾏
1⾏

2⾏
12⾏

10⾏

その他
CF控除法の導入

CF⾒積法のCFの⾒積方法の変更
CF⾒積法の適用対象の変更

グループ引当の導入
算定期間数の変更

4⾏

4⾏

16⾏

31⾏

27⾏

持株会社傘下⾏の引当方法の統一が検討の優先事項であるため

企業会計基準委員会で開発中の「⾦融資産の減損に関する会計基準」の
進展等も踏まえ、⾒直しを検討する方針のため

現⾏の方法で⼗分な引当水準を確保できているため

⾒直しを検討中だが、具体的な方法を⾒出せていないため

前期（2021年度）以前で、⾒直しを実施して間もないため

（注2） 引当方法の⾒直しを予定していないと回答した銀⾏（71⾏）による複数回答
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（注1）2022年9月期に引当方法の⾒直しを⾏った、または予定があると回答した銀⾏（29⾏）による複数回答
（資料）⾦融庁（資料）⾦融庁



66.9 

63.9 

68.6 

71.8 

69.8 

62.8 

61.2 

59.8 

52.0 

75.9 

64.2 

60.5 

11.8 

12.0 

9.7 

8.6 

12.9 

20.7 

11.6 

12.8 

16.0 

12.6 

15.0 

7.6 

14.0 

16.4 

15.8 

8.4 

9.1 

9.3 

13.2 

16.1 

8.0 

5.7 

14.2 

5.0 

7.3 

7.7 

5.8 

11.2 

8.2 

7.2 

14.0 

11.3 

24.0 

5.9 

6.7 

26.9 

0% 50% 100%

資金繰り表の作成支援

(n=586)

事業計画の策定支援

(n=701)

財務内容の改善支援

(n=759)

経営人材の紹介

(n=418)

取引先･販売先の紹介

(n=2,308)

業務効率化（IT化・デジタル化）に関する支援

(n=723)

事業転換に関するｱﾄﾞﾊﾞｲｽ･提案

(n=129)

事業承継に関するｱﾄﾞﾊﾞｲｽ･提案

(n=1,220)

廃業のためのｱﾄﾞﾊﾞｲｽ

(n=25)

各種支援制度の紹介や申請の支援

(n=2,646)

気候変動対応に関する支援

(n=120)

その他

(n=119)

提案内容に納得できたから

手数料が安かったから

金融機関からの提案を断れないから

その他

17.8 

29.4 

24.7 

47.0 

36.7 

42.7 

32.7 

36.9 

29.3 

27.3 

23.0 

36.1 

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

資金繰り表の作成支援

(n=1,222)

事業計画の策定支援

(n=1,539)

財務内容の改善支援

(n=2,120)

経営人材の紹介

(n=1,864)

取引先･販売先の紹介

(n=4,579)

業務効率化（IT化・デジタル化）に関する支援

(n=2,460)

事業転換に関するｱﾄﾞﾊﾞｲｽ･提案

(n=822)

事業承継に関するｱﾄﾞﾊﾞｲｽ･提案

(n=1,753)

廃業のためのｱﾄﾞﾊﾞｲｽ

(n=259)

各種支援制度の紹介や申請の支援

(n=4,135)

気候変動対応に関する支援

(n=274)

その他

(n=238)

14.7

18.5

25.4

22.4

54.9

29.5

9.9

21.0

3.1

49.6

3.3

2.9

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

資金繰り表の作成支援

事業計画の策定支援

財務内容の改善支援

経営人材の紹介

取引先･販売先の紹介

業務効率化（IT化・デジタル化）に関する支援

事業転換に関するｱﾄﾞﾊﾞｲｽ･提案

事業承継に関するｱﾄﾞﾊﾞｲｽ･提案

廃業のためのｱﾄﾞﾊﾞｲｽ

各種支援制度の紹介や申請の支援

気候変動対応に関する支援

その他

全体

(n=8,340)

8.1 

9.4 

10.2 

5.7 

29.6 

10.6 

2.0 

17.3 

0.4 

35.4 

1.6 

3.1 

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

資金繰り表の作成支援

(n=8,231)

事業計画の策定支援

(n=8,234)

財務内容の改善支援

(n=8,217)

経営人材の紹介

(n=8,155)

取引先･販売先の紹介

(n=8,511)

業務効率化（IT化・デジタル化）に関する支援

(n=8,275)

事業転換に関するｱﾄﾞﾊﾞｲｽ･提案

(n=8,070)

事業承継に関するｱﾄﾞﾊﾞｲｽ･提案

(n=8,285)

廃業のためのｱﾄﾞﾊﾞｲｽ

(n=8,017)

各種支援制度の紹介や申請の支援

(n=8,478)

気候変動対応に関する支援

(n=8,040)

その他

(n=5,220)

 企業が地域⾦融機関に期待している支援と実際に提供を受けたサービス等を確認

新たな支援ニーズへの対応

１．地域⾦融機関に期待するサービスなど 〜企業アンケート調査（2023年2-3⽉実施）〜
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⾦融機関から受けたいサービス ⼿数料を支払ってもよいサービス

⾦融機関から実際に受けたサービス ⾦融機関からサービスを受けた理由
（資料）⾦融庁（資料）⾦融庁

（資料）⾦融庁 （資料）⾦融庁

（注）2023年2月17⽇から同年3月8⽇までの調査。約1万社の中⼩規模企業等から回答



2021年 10月 システム本格稼働

2022年 １月 求人票登録開始
２月 給付⾦対象に「兼業・副業」「出向」を追加
８月 ⼤企業人材の個人登録解禁
10月 中⼩企業への給付⾦要件緩和（転籍型の場合）

年収 600万円以上 → 500万円以上
雇用契約期間 ２年以上 → １年以上

12月 ⼤企業退職後の人材登録可能期間を延⻑
（６ヵ月以内 → ２年以内）

2023年 １月 自治体求人の掲載開始（総務省との連携）
２月 先導的人材マッチング事業での補助上限引上げ

(100万円 → 200万円)

過去の実績値
（2022.3末時点）

直近の実績値
（2023.５末時点）

登
録
件
数

⼤企業人材 604 人 1,636 人

地域⾦融機関 81 機関 116 機関

求人票 10 件 1,482 件

マッチング件数 0 件 21 件

２．経営人材マッチング支援の促進

新たな支援ニーズへの対応
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特設サイトの開設
 地域⾦融機関の参考となる人材仲介に関する政府の施策等の

情報を集約した特設サイト(人材コンシェルジュ窓口)を開設

イベントの開催
 地域企業でのセカンドキャリア形成に関心がある⼤企業人材向

けに、地方移住を成功させるうえでのポイントや、「越境」の意義
の紹介等を内容とした、オンラインフォーラムを開催

REVICareer（レビキャリ）の動向と進展

 マッチング事例

人材コンシェルジュ事業

 ⼤企業人材の登録や地域⾦融機関による地域企業からの
求人票の登録が増加し、マッチング事例も創出

•メガバンク出身
•中部地方在住
•60代

中 部 地 方 の 専
門サービス業にて
財務責任者とし
て採用

•商社出身
•首都圏在住
•60代

近 畿 地 方 の 鉄
鋼⾦属メーカー
にて営業部⻑職
として採用

レビキャリ登録サイト

（資料）⾦融庁



組織体制に
拠る分類 デジタル化支援に特化した組織体制 総合的な支援を念頭に置いた組織体制

⾦融機関の
組織図
イメージ

概要  デジタル化に特化した部門を独⽴して設置  総合的にコンサルティング支援を⾏っている部門の中に、デジタル
化支援を実施するチームを設置

主な特徴

 デジタル化支援を念頭に置いた取引先企業のコンサルティングを
実施

 デジタル化案件を数多く扱うため、担当部門の職員の専門性が
⾼まりやすく、必要に応じてその専門性を活かしながら、グループ
IT⼦会社等に案件をつなぎやすい

 取引先企業の経営課題を解決するための選択肢の一つとして、
デジタル化支援を実施

 同じ部門内でデジタル化以外の支援にも取り組んでいるため、担
当部門の職員は、デジタル化に留まらない、経営課題の全般にわ
たる洗い出しや整理がしやすい

主な課題

 取引先企業が抱える課題について、営業店職員がデジタル化支
援の要否をある程度判断した上で、担当部門に共有することが
求められる

 デジタル化以外の課題解決の支援は別の部門で実施しているた
め、担当部門の職員がデジタル化以外の課題に目を向けにくい

 デジタル化支援は一定の専門性が必要なうえ、案件１つあたりの
単価も人材マッチング等のデジタル化以外の支援に比して低いた
め、支援にかかる専門性や収益性を踏まえると、担当部門の職員
が積極的に取り組むには⼯夫が必要となる

 デジタル化支援の取組状況について把握するため、⾦融機関及び支援を受けた取引先企業にヒアリングを実施
 デジタル化支援とその他の経営課題に関する支援の関係性について、組織体制における位置づけに着目し、支援の特徴

や課題（収益性の確保や業務フローの工夫など）を整理

３．地域⾦融機関による取引先へのデジタル化支援
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新たな支援ニーズへの対応

経営層
デジタル戦略部等 デジタル化支援チーム

コンサルティング部等 コンサルティングチーム
経営層 コンサルティング部等

デジタル化支援チーム

コンサルティングチーム

（資料）⾦融庁
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（注１）集計対象は地方銀⾏、第⼆地方銀⾏及び埼⽟りそな銀⾏。期中合併における⾮存続⾦融機関の計数は含まれない。
（注２）コア業務純益＝業務粗利益－経費－債券５勘定尻
（注３）有価証券売買損益等＝株式３勘定尻＋債券５勘定尻
（注４）信用コスト＝（一般貸倒引当⾦繰入額＋個別貸倒引当⾦繰入額＋特定海外債権引当勘定繰入額＋貸出⾦償却）－（貸倒引当⾦戻入益＋償却債権取⽴益）
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コア業務純益の増減要因純利益の推移

（資料）財務省、⽇本銀⾏資料より⾦融庁作成（資料）⾦融庁

(1）収益状況 (2）⾦利環境

(3）預⾦の状況

地域銀⾏の経営及び健全性を巡る状況

地域銀⾏の個人預⾦比率 地域銀⾏の預⾦保険カバー率

First Republic Bank︓32％

Signature Bank︓10％
Silicon Valley Bank : 12%

First Republic Bank︓37％

Signature Bank︓８％

（資料）国内地域銀⾏︓⾦融庁、⽶国銀⾏︓各⾏公表資料より⾦融庁作成（Silicon Valley Bankの個人預⾦比率は公表数値を確認できず。）国内地域銀⾏は2023年3月末時点 ⽶国銀⾏各⾏は2022年12月末時点
（注）個人預⾦︓Signature Bankは「personal deposits」、First Republic Bankは「consumer deposits」を集計 預⾦保険カバー率 =（決済用預⾦＋名寄せ後1,000万円以下預⾦残⾼＋名寄せ後1,000万円超預⾦先数ｘ1,000万円) / 預⾦残⾼

（資料）⾦融庁
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14.6%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性

⼥性

取締役会の構成
• 社外取締役の候補者を銀⾏の研修講師に招くなどし、能⼒や意欲を事前に確認することで、候補者の適格性を評価する
• 特定の出身⺟体から社外取締役が慣例的に選出されている
• 社外取締役や⼥性取締役の割合など、形式を確保することのみが主眼となっている

取締役による
議論の活性化

• 業務執⾏に関する経営会議等に社外取締役がオンラインでアクセスし、いつでもコメントできるようにする
• グループ内における複数の銀⾏の社外取締役間で意⾒交換を⾏う場を設ける
• 社外取締役への事前の情報提供や説明が不⾜している
• 社外取締役が発⾔しても、その場で表⾯的な受け⽌めが⽰されるのみで、その後の対応についてフィードバックを⾏っていない

 中⻑期的なビジョンを踏まえた意思決定の仕組みを確保するため、取締役会が知識・経験・能⼒を全体としてバランス良く備え、多様
性と適正規模を確保するとともに、取締役会において自由闊達で建設的な議論・意⾒交換が⾏われることが重要

リン・サム

地域⾦融機関のガバナンス・人的資本

１．地域⾦融機関のガバナンス
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２．地域⾦融機関の人的資本
※ 一部の地域⾦融機関との対話において確認された例

 従来のビジネスモデルを前提とした人材制度を踏襲するのではなく、これからの経営戦略に即した採用・育成・配置等の人事戦略の
策定・実⾏と、多様な⾏員がそれぞれの能⼒を最⼤限発揮できる職場環境の整備が重要

職員の部門別の割合（男性／⼥性別・年齢別） 営業店における配属割合（男性／⼥性別）

男性 ⼥性

マネジメント層 法人 個人
窓口・後方
・庶務等

※ 地域銀⾏100⾏（またはその銀⾏持株会社）で採用され人事管理されている全正⾏員（2022年10月1⽇時点）を対象。左図は全正⾏員に占める割合、右図は営業店職員に占める割合。右図のマネジメント層には、支店⻑・副支店⻑・次⻑が含まれる。
※ 複数の部門・業務を兼務する職員は、主たる部門・業務において計上。主たる部門・業務の特定が困難などの理由により、複数の部門・業務間で職員数を按分するなどの計上が⾏われている場合もある。

本部 営業店

（資料）⾦融庁「人的資本アンケート調査」結果
（資料）⾦融庁「人的資本アンケート調査」結果



霞が関ダイアログ
 各府省庁と連携し、それぞれの施策を地域の関係者に発

信し対話する取組み（今事務年度は計５回開催）

Regional Banking Summit（Re:ing/SUM）
 地域課題解決支援チーム及び地域⾦融支援室が、地域の

相談に応じて、課題解決の実現を支援
 環境省とは、地域経済社会の活性化に向けて協働する「持

続可能な地域経済社会の活性化に向けた連携チーム」
（2021年3月発⾜）を通じて、今事務年度も各地で連携
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 地域⾦融機関を中心に多様な関係者が幅広いテーマを議論
 2023年2月20⽇よりオンライン配信を実施

地域主導の課題解決

北海道旭川市
地方自治体と⾦融機関が連
携し、兼業・副業人材の活用
による事業者支援を通じた関
係人口創出事業を実施

神奈川県平塚市
地方自治体・信用⾦庫・商
⼯会議所・信用保証協会
が連携し、事業者の脱炭
素・省エネ化に向けた取組
の支援体制を構築

＜ 地域主導による主な取組み ＞

地域活性化・課題解決の後押し
リ ン サ ム

【パネルディスカッション】

[テーマ] 『地域とともに “⾦融のチカラ” で創造する未来』

地域社会の一員として
信⾦・信組が⾏う地域貢献・地域活性化の取組み
地域のサステナビリティ 〜地域の⼦供の貧困問題に取り組む意義〜
安定的な資産形成の促進と地域連携について

地域の事業者のために
今後の事業者支援に向けた支援機関同⼠の連携と人材育成
事業承継支援を通じた地域の課題解決
世界と⽇本のスタートアップと、地域企業や地域⾦融機関の連携

⾦融サービスのイノベーション
地域⾦融機関による海外フィンテック企業との協業
スマホ決済が生み出す地域経済活性化
地域⾦融機関によるフィンテック企業の利活用

⾦融機関の組織
多様な人材の活躍に向けて（⼥性活躍推進による組織活性化）
⼥性の起業支援 〜地域⾦融機関が応援できること〜
シニア・ミドル世代の活躍(モチベーションアップ)による組織の活性化

⾦融庁チャンネル


